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Ⅰ．総括研究報告書 

 
20歳未満の喫煙、飲酒等の実態把握及び環境要因の解明のための研究 

 
研究代表者 金城 文 鳥取大学医学部准教授 

 
 
 
  

研究要旨 

20歳未満における喫煙及び飲酒の開始は、青少年期の健康のみならず、その後の社会

生活にも影響を及ぼす。本研究は 20歳未満の喫煙及び飲酒の状況や喫煙及び飲酒行動

開始と関わる要因、受動喫煙の状況を把握し、関連する環境要因等の改善に資する施策

やその費用対効果等を検討することを目的として、3つの柱を軸に研究を実施した。3

つの柱は、柱 1．中高生の喫煙及び飲酒行動、受動喫煙の実態把握、柱 2．18～20歳の

喫煙及び飲酒行動の実態把握、柱 3．20歳未満の喫煙及び飲酒を防止する有効な施策の

検証、である。 

 柱 1では、令和 5年度全国学校調査の結果をもとに、令和 6年度は中高生全国調査

（短縮版）の準備を進めたが、学校現場等への負担に配慮するため、調査方法を再考

し、令和 7年度中高生全国調査（本調査）に一本化し、令和 7年度調査準備を進めた。

調査項目の検討に際しては、Cochrane Libraryや WHOの Best Buys等の国際的エビデン

スを参照し、製品の手頃さ、入手のしやすさ、社会的受容性など環境要因に関する項目

を盛り込む方針とした。 

柱 2では、18～24歳を対象とする既存の全国調査データを分析し、喫煙及び飲酒行動

の実態を明らかにした。喫煙については 1,738 人を対象に分析し、18歳における使用経

験率は紙巻たばこ 2.2%、加熱式たばこ 2.5%、電子たばこ 1.8%、19歳ではそれぞれ

2.6%、3.8%、2.1%であった。紙巻たばこの現在使用率は、20歳で大きく増加した。飲酒

については 1,743 人を対象に分析し、18歳において過去 1年飲酒 11.1%、一時多量飲酒

0.4%、リスク飲酒 0.4%、19歳ではそれぞれ 23.2%、2.5%、1.2%であり、年齢が上がるに

つれ増加した。本結果は、18～19歳における喫煙及び飲酒の実施率は相対的に低い一方

で、加熱式たばこが 20歳未満で紙巻たばこと同程度またはそれ以上に試されやすいこ

と、飲酒経験がすでに一定程度存在することを示しており、18～19歳に対する予防的介

入の必要性を裏付けるものであった。 

柱 3では、学校における飲酒予防プログラムの有効性を検証するため、2011年以降の

文献を対象とした系統的レビューを実施した。文献データベースから抽出した 1,922件

のうち、1次スクリーニングで 98件の候補研究を抽出し、令和 6年度はこの 1次チェッ

クまでを完了した。今後、2次チェック、対象研究の確定、研究の質評価、メタアナリ

シスの実施可能性の検討へと進める。また、教育的施策に加えて、製品の手頃さ、入手

のしやすさ、社会的受容などの環境要因も含めた多層的施策について、柱 1の令和 7年

度中高生全国調査の結果を反映させ検討する予定である。 

令和 6年度の成果として、柱 2の分析により、20歳未満における新型たばこの影響、

18～19 歳における飲酒機会の存在等が明らかとなり、当該年齢層における予防的対策の

重要性が再認識された。令和 7年度には、中高生全国調査を実施し、その結果を柱 2の

分析結果と統合することで、20 歳未満の年齢別の喫煙率及び飲酒率の把握を行う。さら

に、柱 3と連携し、健康づくりや疾病予防の推進における課題の抽出を進めるととも

に、危険な飲酒の防止に向けた具体的な施策の立案に資することを目指す。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 20歳未満における喫煙及び飲酒の開始

は、青少年期の健康のみならず、その後の

社会生活にも影響を及ぼす。健康日本 21

（第三次）、たばこの規制に関する世界保

健機関枠組み条約、ならびにアルコールの

有害な使用を低減するための世界戦略にお

いて、青少年の喫煙及び飲酒行動、受動喫

煙の実態や取り巻く社会環境の定期的なモ

ニタリングが求められている。1996 年以

降実施してきた学校ベースの中高生の喫煙

及び飲酒行動に関する全国調査（以下、中

高生全国調査）によると、わが国の中高生

の喫煙率や飲酒率は改善してきた（Osaki 

Y et al., 2008、2009）。一方、中高生の

喫煙率や飲酒率は目標値 0％を達成してお

らず、さらに高校卒業から 20歳までに喫

煙や飲酒を開始する要因がある、現在中高

生で喫煙や飲酒行動がある者は不健康な生

活習慣が集積しやすい集団である（Fujii 

M et al., 2021）、新型タバコ等新たな製

品出現による中高生の喫煙や飲酒への影響

が懸念される（Kuwabara Y, et al. 

2020）といった課題がある。 

本研究は 20歳未満の喫煙及び飲酒の状

況や喫煙及び飲酒行動開始と関係する要

因、受動喫煙の状況を把握し、関連する環

境要因等の改善に資する施策やその費用対

効果等を検討することを目的として、以下

の 3つの柱を軸に研究を実施した。 

 

柱 1．中高生の喫煙及び飲酒行動、受動喫

煙の実態把握 

令和 5年度に全国学校調査を実施し、中

高生全国調査へ参加意向がある学校を把握

し、調査実施上で望まれることとして、ウ

ェブ調査であること、短時間で回答できる

こと、が明らかになった。そこで、令和 6

年度は、短時間で回答できるよう、質問を

11項目に絞った、喫煙率と飲酒率のみの

把握を目的とした中高生全国調査（短縮

版）を実施し、令和 7年度に、中高生の喫

煙及び飲酒行動の開始に関連する社会環境

や受動喫煙の実態といった対策を検討する

ために必要となる、詳細な調査項目を含め

た中高生全国調査（本調査）を実施するこ

とを計画した。 

 

柱 2．18～20歳の喫煙及び飲酒行動の実態

把握 

18～20歳を対象に含む既存の調査を用

いて 18～20歳の喫煙率と飲酒率を推計

し、中高生全国調査（短縮版）の結果と合

わせて、令和 7年度に 20歳未満の年齢別

の喫煙率と飲酒率を評価する。令和 6年度

は、18～20歳を対象に含む既存調査を用

いて、18～24歳の喫煙及び飲酒行動の実
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態を分析した。また、継続的な 18～20歳

の喫煙及び飲酒行動の実態把握に向け、事

業所健診データの活用を検討した。 

 

柱 3．20 歳未満の喫煙及び飲酒を防止する

有効な施策の検証 

20歳未満の喫煙及び飲酒の防止に有効

な施策に関する文献のレビューを行い、文

献レビューから得た 20歳未満の喫煙及び

飲酒を防止する有効な施策のうち、日本で

実装可能な施策、文献の報告値から実装し

た場合の効果量、施策を展開する上での留

意点を令和 7年度に明らかにする。令和 5

年度の予備調査から、飲酒については学校

での予防プログラムは近年のレビューがな

いため、令和 6年度は学校での飲酒予防プ

ログラムについて文献レビューを行った。 

 

Ｂ．研究方法 

柱 1．中高生の喫煙及び飲酒行動、受動喫

煙の実態把握 

 令和 5年度全国学校調査の結果から、短

時間の調査を実施できると回答した中学校

76校、高校 32校に対して、令和 6年度中

高生全国調査（短縮版）の実施準備を開始

したが、令和 6年 5月に、喫煙や飲酒の調  

査項目を含む中高生を対象とした調査研究

が本研究の他 2研究でも実施されるとの報

告を受けた。厚生労働省担当者と協議した

結果、学校現場等への負担に配慮するた

め、本研究班の令和 6年度中高生全国調査

（短縮版）は中止し、令和 7年度中高生全

国調査（本調査）に一本化し、他研究と異

なる視点も含め背景等の深堀調査を行う方

針とした。そこで、令和 6年度は、令和 7

年度中高生全国調査の調査準備（対象校の

抽出、ウェブ回答システムの準備、調査項

目の検討）を行った。 

（倫理面への配慮） 

 令和 6年度中高生全国調査（短縮版）が

中止となり、令和 6年度は該当しない。 

 

柱 2．18～20歳の喫煙及び飲酒行動の実態

把握 

以下の[1][2]の既存データを用いた研究を

実施した。 

[1]娯楽と生活習慣に関する調査データ

（2019 年 4月実施、18～24歳対象、訪問

面接調査） 

 上記調査は、訓練された調査員が、構造

化された質問票を用いて尋ねる、訪問面接

調査であった。層化二段無作為抽出法によ

り、10政令指定都市（札幌市、仙台市、

さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、相

模原市、名古屋市、大阪市、福岡市）と東

京 23区の 220地域の住民基本台帳から抽

出された 18～24歳 5,500人に回答を依頼

し、１,775 人（32.2%）の回答が得られた

ものである。 

 本研究では、上記調査の喫煙と飲酒に関

する質問を元に、以下の指標について、18

～24歳の喫煙及び飲酒行動を把握した。 

 

1）喫煙に関する指標 

紙巻たばこの使用経験者、現在使用者 

「現在紙巻たばこ（従来のたばこ）を吸

っていますか？」と質問し、参加者は以下

の回答から 1つを選択した：「毎日吸って

いる」、「時々吸っている」、「吸うのをやめ

た」、「吸ったことはない」、「答えたくな

い」、「わからない」。紙巻きたばこ使用経

験者を「毎日吸っている」、「時々吸ってい

る」、「吸うのをやめた」と回答した者と定

義した。紙巻きたばこ現在使用者を「毎日

吸っている」、「時々吸っている」と回答し

た者と定義した。 

 

加熱式たばこ、電子たばこの使用経験者、

現在使用者 

加熱式たばこでは「加熱式たばこ製品を

一口でも使用したことがありますか？」、

電子たばこでは「電子たばこを一口でも使

用したことがありますか？」と質問した。

参加者は以下の回答から 1つを選択した：

「使用したことはない」、「使用したことは

あるが、過去 1ヵ月はない」、「現在使用し



ている」。加熱式たばこ使用経験者、は電

子たばこ使用経験者を「使用したことはあ

るが、過去 1ヵ月間は使用していない」、

「現在使用している」と回答した者と定義

した。加熱式たばこ現在使用者、電子たば

こ現在使用者を「現在使用している」と回

答した者と定義した。 

 

2）飲酒に関する指標 

過去 1 年間飲酒 

飲酒頻度の質問で、「過去１年間は飲酒

していない」と回答した場合以外を過去 1

年間飲酒と定義した。 

 

一時多量飲酒（Heavy episodic 

drinking：HED） 

「30日以内に、60g以上の純アルコール

に相当するアルコールを飲酒しました

か？」の質問に、「はい」と回答した場合

を一時多量飲酒と定義した。 

 

生活習慣病のリスクを高める量の飲酒（以

下、リスク飲酒） 

 １日当たりの純アルコール摂取量が男性

で 40g以上、女性 20g 以上の場合とし、飲

酒頻度と飲酒量を用いて国民健康栄養調査

と同様の方法でリスク飲酒を定義した。 

 

[2]鳥取・島根の事業者健診データ（2021

年、2022年、事業者健診対象者） 

 令和 6年度は健診受診者の喫煙及び飲酒

に関するデータを整理中であり、令和 7年

度に 24歳までのデータを抽出し、分析を

行う。 

（倫理面への配慮） 

 [1]は無記名調査であり、久里浜医療セ

ンター倫理審査委員会で審査され、承認受

けて実施された。[2]は要配慮個人情報を

含まないデータの提供を受ける研究であ

り、研究計画は、鳥取大学医学部倫理審査

委員会で審査され、承認された。 

 

柱 3．20 歳未満の喫煙及び飲酒を防止する

有効な施策の検証 

 青少年を対象とした学校ベースの飲酒抑

制介入について既知の研究エビデンスを網

羅的に集約する系統的レビューを実施し

た。 

先行する系統的レビュー（2011 年）か

ら現在までを探索範囲として，MEDLINE， 

PsycINFO，および EMBASEから候補研究を

検索した。選択基準としては，学校を基盤

とした飲酒予防プログラムを評価し，18

歳以下の生徒のアルコール使用に関する結

果を報告した無作為化試験を対象とした。

2名の研究者が，１次チェックとして特定

された記録のタイトル／抄録をスクリーニ

ングした。 

（倫理面への配慮） 

今回研究結果の検索にあたって既存のデ

ータベースを使用したが，このデータベー

スには個人情報は含まれていない。 

 

Ｃ．研究結果 

柱 1．中高生の喫煙及び飲酒行動、受動喫

煙の実態把握 

20歳未満の喫煙及び飲酒防止に向けた

施策を検討するための参考として、

Cochrane Libraryにおける関連エビデン

ス、および国際保健機関が提示する NCD 

対策に関する Best buys（費用対効果の高

い推奨施策）を確認し、令和 7年度中高生

調査の調査項目の検討に活用した。 

Cochrane Libraryにおける 20歳未満の飲

酒及び喫煙防止に関する最新のレビューで

は、Best buysに含まれない施策の中で、

効果があると判定されたものとして、喫煙

に対しては家庭での予防プログラム（2015

年）および学校での予防プログラム（2013

年）が挙げられた。一方、飲酒では家庭で

の予防プログラム（2019年）の有効性は

示されておらず、学校での予防プログラム

については、本研究の柱 3において検証を

行う予定である。 

これらの知見を踏まえ、令和 7年度中高

生調査では、Best buysの関連する環境要



因である、製品の手頃さ、入手のしやす

さ、社会的受容に関する項目を調査票に含

めることとした。 

  

柱 2．18～20歳の喫煙及び飲酒行動の実態

把握 

[1]娯楽と生活習慣に関する調査データを

用いた解析結果を以下に示す。 

1）喫煙 

 本研究で用いた全てのたばこの質問に回

答した 1,738 人のデータを解析対象とし

た。18 歳における使用経験率は、紙巻た

ばこ 2.2%、加熱式たばこ 2.5%、電子たば

こ 1.8%、19歳の使用経験率は、紙巻たば

こ 2.6%、加熱式たばこ 3.8%、電子たばこ

2.1%であった。使用経験率は、紙巻たば

こ、加熱式たばこ、電子たばこの全てのた

ばこタイプで、性別を問わず、年齢ととも

に高くなった。18歳における現在使用率

は、紙巻たばこ 1.5%、加熱式たばこ

0.7%、電子たばこ 0.7%で、19歳の現在経

験率は、紙巻たばこ 1.7%、加熱式たばこ

1.3%、電子たばこ 0.0%であった。現在使

用率も、全てのたばこタイプで年齢ととも

に高くなり、コクラン・アーミテージ傾向

検定で統計的に有意であった（p＜

0.001）。 

20歳における使用経験率の顕著な増加

は、男性および就労者サブグループで認め

られ、使用経験率の最も高い世代は 22歳

または 23歳であった。同様のパターンが

現在使用率にも認められたが、紙巻たばこ

現在使用率は 20 歳以降のいずれの年齢で

も高く、加熱式たばこまたは電子たばこ現

在使用率との差がみられた。ロジスティッ

ク回帰分析では、いずれのたばこ製品の使

用経験のオッズ比も、共変量で調整した後

でも 18～19 歳に比べ 20～24歳それぞれの

年齢で有意に上昇しているという関連がみ

られた。現在使用については電子たばこを

除くたばこ製品において同様に 20歳以上

のすべての年齢で有意な関連が観察され

た。 

2）飲酒 

本研究で用いた全ての飲酒の質問に回答

した 1,743人のデータを解析対象とした。

18歳における各指標の割合は、過去 1年

飲酒 11.1%、一時多量飲酒 0.4%、リスク飲

酒 0.4%と最も低く、19歳の割合が過去 1

年飲酒 23.2%、一時多量飲酒 2.5%、リスク

飲 1.2%、であった。コクラン・アーミテ

ージ傾向性検定は全ての指標で p<0.001 

となり、年齢が高くなるにつれて過去 1年

飲酒、一時多量飲酒、リスク飲酒の割合が

統計的に有意に上昇する傾向が認められ

た。各年齢における男女の割合を比較した

ところ、過去 1年飲酒とリスク飲酒は 18

～24歳のどの年齢階級でも有意差は認め

なかった。一時多量飲酒は 18歳、19歳は

男女間の有意差を認めず、20歳、21歳、

22歳、23歳、24歳は男性の割合が有意に

高かった。 

 

柱 3．20歳未満の喫煙及び飲酒を防止する

有効な施策の検証 

 データベースでのキーワード検索の結

果，MEDLINEで 547件，PsyclNFOで 564

件，EMBASEで 957件の研究が抽出され

た。このうち重複していた論文 164件を除

外し，合計 1,922 件の研究を探索対象とし

た。１次チェックでは 1,922編の候補研究

より 98編を抽出した。１次チェック時の

２名の研究者の判定一致率（カッパ値）は

0.746で充分な一致性が認められた。 

 

Ｄ．考察 

柱 1．中高生の喫煙及び飲酒行動、受動喫

煙の実態把握 

 令和 6年度は中高生全国調査（短縮版）

の実施に向けた準備を進めたが、学校現場

等への負担に配慮するため、他研究の調査

時期を回避し、令和 7年度中高生全国調査

へ一本化し、背景等の深堀調査を行う方針

とした。このため、令和 7年度実施に向け

た調査準備（対象校の抽出、ウェブ回答シ

ステムの準備、調査項目の検討）を行っ



た。この判断は、調査の効率性を高めると

ともに、倫理的・実務的な観点からも妥当

かつ適切な対応であった。調査項目の検討

にあたっては、Cochrane Library や WHO

が提示する Best Buysの国際的エビデン

スを参照し、今後の施策立案に資する視点

を反映させることができた。具体的には、

製品の手頃さ、入手のしやすさ、社会的受

容などの要素を調査票に盛り込む方針を明

確にした。令和 7年度には、この方針に基

づいた中高生全国調査を実施し、得られた

データは、柱 2の成果と統合して年齢別の

喫煙率及び飲酒率の把握に活用するととも

に、柱 3と連携し、健康づくりや疾病予防

の推進における課題の抽出や、危険な飲酒

の防止に向けた具体的な施策の立案に資す

る予定である。 

 

柱 2．18～20歳の喫煙及び飲酒行動の実態

把握 

本研究では、18～24 歳を対象とする既

存データを用いて、18～24 歳の年齢別の

喫煙及び飲酒行動の実態を明らかにした。

本結果は、柱 1の令和 7年度中高生調査の

結果と統合し、20歳未満の喫煙及び飲酒

行動の把握を目指す。 

喫煙については、紙巻たばこ、加熱式た

ばこ、電子たばこのいずれにおいても、使

用経験率と現在使用率は 18歳、19歳では

比較的低く抑えられていたが、20歳で 19

歳より 10％以上高くなった。加熱式たば

こや電子たばこに比べて、紙巻たばこは

20歳以降の現在使用率が高く、使用経験

者のうち高い割合が現在使用者であった。

以上は、20 歳未満への販売を禁じる法的

規制と社会規範が一定の抑制効果を発揮し

ている一方で、20歳を契機に喫煙行動が

容認され、行動が一気に加速する構造が存

在することを示唆している。喫煙開始の転

換点が 20歳に集中していることは、喫煙

開始年齢の引き上げの政策的有用性を裏づ

ける知見である。 

また、加熱式たばこは 18～19歳で紙巻

たばこより使用経験率がやや高く、技術的

な新しさや周囲の影響などにより、20歳

未満で試されやすい可能性がある。既存研

究では加熱式たばこが紙巻たばこの使用開

始や再開のリスクを高める「ゲートウェイ

効果」が指摘されており、若年層における

加熱式たばこの拡がりは、将来的な健康被

害の増加要因となる懸念がある。 

飲酒については、18歳での過去 1年飲

酒率が約 10％、19歳では 20％を超えてお

り、20歳未満でも一定の割合で飲酒経験

が存在することが示された。一時多量飲酒

やリスク飲酒の割合は 18〜19歳ではいず

れも 5％未満であったが、20歳を契機に大

幅に高くなり、飲酒行動や問題飲酒が 20

～24歳で定着していることがうかがえ

る。特に男性では 20～24歳で一時多量飲

酒が顕著に高く、公衆衛生上の懸念が大き

い。 

こうした結果は、高校卒業後から 20代

前半における環境変化（例：進学、就職、

親元からの独立）や法定年齢への到達が、

喫煙及び飲酒行動の開始を促す要因となっ

ている可能性を示唆している。この時期に

おける教育的介入や情報提供は極めて重要

である。 

なお、18～19歳の喫煙・飲酒行動を継

続的に把握するための仕組みについては今

後の課題である。実施可能な手法として

は、各種学校や職場の健康診断の場を活用

し、現在職域で行われている喫煙及び飲酒

に関する問診を高校卒業後の進学先の学校

でも導入し、職域と学校の問診データを統

合することが挙げられる。これにより、高

校卒業後から 20代前半までの実態を一貫

して把握することが可能となる。20歳前

後の喫煙および飲酒行動の的確なモニタリ

ングと早期の予防的介入は、将来的な

NCDs（非感染性疾患）発症の抑制に寄与す

ることが期待され、国の健康政策において

も重要な位置づけとなるべきである。 

 

柱 3．20歳未満の喫煙及び飲酒を防止する



有効な施策の検証 

 令和 5年度予備調査において、学校での

飲酒予防プログラムに関する近年の系統的

レビューが実施されていないことが確認さ

れたことを受け、令和 6年度は新たに系統

的レビューを実施し、その 1次スクリーニ

ングまでを完了した。今後は、1次チェッ

クで抽出された候補研究について、同一の

2名の研究者が独立して 2次チェックを行

い、研究発表の全文を精査した上で該当性

を判断し、最終的には両者の合議によって

対象研究を確定する予定である。該当研究

が確定した後は、それらの研究内容の主要

な結果の要約・一覧表の作成、各研究の質

の評価、さらに同種のアウトカムを扱う研

究に対してはメタアナリシスの実施可能性

について検討を進める。これら一連の作業

を通じて、学校での飲酒予防プログラムの

有効性を検証する。 

また、20歳未満の飲酒を防止するため

には、教育的アプローチに加えて、喫煙及

び飲酒を取り巻く環境要因－例えば、製品

の手頃さ、社会的受容、入手しやすさなど

－を踏まえた多層的な施策の検討が求めら

れる。この観点から、柱 1で進めている令

和 7年度中高生全国調査の結果を反映さ

せ、環境要因に起因する課題の抽出を行

い、健康づくりや疾病予防の推進につなが

る具体的な施策の立案へと繋げていく予定

である。 

 

Ｅ．結論 

 令和 6年度は、柱 1において令和 7年度

中高生全国調査の準備を進め、柱 2では既

存調査を用いた 18～24歳の喫煙及び飲酒

行動の実態分析を行い、柱 3では学校にお

ける飲酒予防プログラムに関する文献の 1

次スクリーニングを実施した。柱 2の分析

からは、18～19歳における喫煙及び飲酒

の実施率は相対的に低く抑えられている一

方で、加熱式たばこは 20歳未満において

紙巻たばこと同程度あるいはそれ以上に試

されやすい傾向があり、特に 20 歳未満に

おける新型たばこの影響が課題として浮か

び上がった。また、過去 1年飲酒は 18

歳、19歳で、それぞれ 10％、20％を超え

ており、年齢とともに高くなる傾向が認め

られた。これらの結果は、18～19歳にお

いても喫煙及び飲酒行動への予防的対策が

重要であることを示している。令和 7年度

には、中高生全国調査を実施し、その結果

を柱 2の分析結果と統合することで、20

歳未満の年齢別の喫煙率及び飲酒率の把握

を行う予定である。さらに、柱 3と連携

し、健康づくりや疾病予防の推進における

課題の抽出を進めるとともに、危険な飲酒

の防止に向けた具体的な施策の立案に資す

ることを目指す。 
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Ａ．研究目的 

未成年や若年成人の喫煙は、呼吸機能障

害やニコチン中毒を引き起こすだけでなく、

生涯にわたって慢性疾患の発症を促進する 

[1] 。歴史的に見て、日常的に喫煙する人

の 88％が 18 歳までに、99％が 26歳までに

初めてたばこを吸っているとされている

[1-2]。したがって、若者のたばこの使用を

監視し、若い世代での喫煙開始を防止する

ことは、効果的なたばこ対策のために不可

欠である。最近の文献によると、米国では喫

煙の開始時期が思春期から成人期初期（18

背景：たばこ規制の取り組みは、主に若年層の喫煙開始を防ぐことに重点が置かれてき

た。日本独自の規制モデルにより、加熱式たばこ製品の普及率は世界で最も高い。しか

し、若年成人におけるたばこ関連製品の全国的な有病率データは存在しない。本研究の

目的は、日本の 18～24歳における紙巻たばこ、加熱式たばこ、電子たばこの有病率を推

定することである。 

方法：2019 年に実施された娯楽と生活習慣に関する調査（2019年 4月実施、18～24歳対

象、訪問面接調査）のデータを用いて本研究を実施した。本調査には、10政令指定都市

（札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市、名古屋市、大阪

市、福岡市）および東京 23 区の 220 地域に居住する 18～24 歳の個人を対象とした、た

ばこ製品の使用に関する質問が含まれていた。 

結果：合計 1,738 人が分析対象となり、研究参加者は性別、年齢、居住地域によって均

等に分布していた。紙巻たばこ、加熱式たばこ、電子たばこの現在使用率は、それぞれ

10.4％（95％CI ：8.9–11.8）、4.9％（95％CI ：3.9–5.9）、2.0％（95％CI ：1.3–2.6）であ

った。現在加熱式たばこを使用している人のうち、約 68.2％が加熱式たばこと紙巻たば

この二重使用をしていた。20～24 歳と 18～19 歳の間でたばこ製品の使用に有意な差が

認められ、この有意差は共変量で調整した上でも確認された。 

結論 ：2019 年時点で日本の若年成人において最も使用されているたばこ関連製品は紙巻

たばこであった。喫煙開始は、日本で喫煙が合法化される 20歳で顕著に増加するようで

ある。日本の若年成人の加熱式たばこ使用率は、諸外国と比較して高かった。 



～23歳）に移行しつつあることが示されて

いる［3］。20 歳未満の喫煙が禁止されてい

る日本では、未成年者の喫煙率は低下して

おり[4]、2019 年の国民健康・栄養調査では

成人の喫煙有病率は 16.7％（男性：27.1％、

女性：7.6％）と報告されている[5]。しかし、

これらの従来の全国調査は、18歳未満また

は 20歳以上の参加者を対象としており、18

歳から 20 歳までの喫煙行動は不明である。

さらに、日本の若年成人の喫煙行動に関す

る研究は、大学生を対象とした調査に限ら

れており、職業に従事している若年成人に

関するデータはない。青少年と成人の喫煙

率には依然として大きな隔たりがあり、喫

煙防止への向けた活動や資源を適切に配分

し、喫煙を開始する世代の移行が起こって

いることを把握するためには、若年成人（18

～24歳）の喫煙行動を調査する必要性が増

してきた。 

また、加熱式たばこの世界的な普及率の

増加がみられている [6] 。最近のレビュー

では、2015年から 2020 年にかけて、欧州お

よび西太平洋地域全体で生涯および現在の

加熱式たばこ使用者が増加し、日本と韓国

で最も高い加熱式たばこ使用率がみられた

ことが報告されている。2014年には、新規

加熱式たばこである IQOS が日本とイタリ

アで導入され、その後日本では 2016 年には

加熱式たばこの認知度と使用率が上昇した

[7]。ニコチンを含む電子たばこが薬機法

（旧薬事法）で販売を禁止される一方で、加

熱式たばこの販売と販売促進を許可する日

本独自のたばこ規制がある現状は、加熱式

たばこの普及に有利な状況をもたらしてい

る[8]。このように日本には他国とは異なる

独自のたばこ製品の選択肢があり、加熱式

たばこが大きな市場シェアを占めている。

たばこ産業のマーケティング戦略が若者を

ターゲットにすることが多いことを考慮す

ると［9］、日本の若年層は電子たばこよりも

加熱式たばこに魅力を感じるかもしれない。

さらに、加熱式たばこと紙巻きたばこの二

重使用は成人の間では一般的であるが、若

年成人における二重使用の実態は不明であ

る [10-11]。加熱式たばこ市場の拡大に伴

い、若年層における加熱式たばこの使用実

態を調査することは重要である。 

これまで日本では、18～24歳における紙

巻たばこ、加熱式たばこ、電子たばこの使用

率に関する全国的なデータは報告されてい

ない。新しいたばこ製品の急速な普及と日

本独自の規制状況を考慮すると、加熱式た

ばこを含めたたばこ製品の使用率の把握は

たばこ規制政策を検討していくうえで不可

欠である。本研究は、全国代表性のある調査

データを用いて若年成人におけるこれらの

たばこ製品の全国的な使用率を明らかにす

ることを目的とした。特にこの世代の年齢

別の使用率を調べることで喫煙開始年齢の

移行が起こっているかを検討した。さらに、

加熱式たばこと紙巻たばこを併用する若年

成人の特徴をよりよく理解するために、加

熱式たばこと紙巻たばこ使用の関連性を分

析した。 

 

Ｂ．研究方法 

2019年に実施された、娯楽と生活習慣に

関する調査（2019 年 4月実施、18～24歳対

象、訪問面接調査）のデータを用いて本研究

を実施した。 

本調査は、訓練された調査員が、構造化さ

れた質問票を用いて尋ねる、訪問面接調査

であった。参加者は、層化二段無作為抽出法

により、10政令指定都市（札幌市、仙台市、

さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、相模

原市、名古屋市、大阪市、福岡市）と東京 23

区の 220 地域の住民基本台帳から抽出され

た 18～24歳の 5,500人であった。 

 

測定項目 

紙巻たばこ、加熱式たばこ、電子たばこの使

用状況について 

紙巻たばこの使用を評価するために、「現

在紙巻たばこ（従来のたばこ）を吸っていま

すか？」と質問し、参加者は以下の回答から

1つを選択した：「毎日吸っている」、「時々



吸っている」、「吸うのをやめた」、「吸っ

たことはない」、「答えたくない」、「わか

らない」のいずれかを選択した。「毎日吸っ

ている」、「時々吸っている」、「吸うのを

やめた」と答えた参加者には、さらに「平均

して、1日に何本吸っていますか（以前は 1

日に何本吸っていましたか）？」という質問

が追加され、1日の喫煙本数を記録した。参

加者が「1本未満」と答えた場合、その回答

は「1 本」と記録された。毎日吸っている、

時々吸っている、または吸うのをやめたと

答えた参加者は、紙巻きたばこ使用経験者

と分類され、毎日または時々吸っている人

は紙巻きたばこ現在使用者と定義され、以

前吸っていた人は禁煙者と定義された。 

加熱式たばこと電子たばこの使用につい

ては、参加者に「加熱式たばこ製品を一口で

も使用したことがありますか？」、「電子た

ばこを一口でも使用したことがあります

か？」と尋ねた。参加者は以下の回答から 1

つを選択した：「使用したことはない」、「使

用したことはあるが、過去 1ヵ月はない」、

「現在使用している」。たばこ製品の種類を

明確にし、加熱式たばこと電子たばこの混

同を避けるため、それぞれの製品の主なブ

ランド名を例示した： 加熱式たばこは

「iQOS」、「glo」、「Ploom TECH」、電子

たばこは「DR.VAPE」、「VITAFUL」、「EMILI」、

「Joytech」、「FLEVO」、「C-Tec」、「VAPE 

STEEZ」、「HoneySmoke」、「VITACI」を例

示した。これらの製品を「使用したことはあ

るが、過去 1ヵ月間は使用していない」、ま

たは「現在使用している」と回答した参加者

を、加熱式たばこ、または電子たばこ使用経

験者と分類した。現在使用していると回答

した参加者を、加熱式たばこ、または電子た

ばこ現在使用者と定義した。また、紙巻たば

こと加熱式たばこの両方を現在使用してい

る者は、「二重使用者」と定義し、3つのた

ばこ製品すべてを現在使用している者は、

「三重使用者」と定義した。 

人口統計学的変数 

性別、年齢、居住地域（札幌市、仙台市、

さいたま市、千葉市、東京 23 区、横浜市、

川崎市、相模原市、名古屋市、大阪市、福岡

市）の情報が収集された。職業についても質

問され、学生、正社員、契約・派遣・パート、

無職、自営業・自由業、家事・主婦、わから

ない、の選択肢があった。年間個人所得は、

100 万円未満、100 万円～200 万円、200 万

円～300 万円、300 万円～400 万円、400 万

円～600万円、600万円～800万円、1,000万

円～1,200万円、無収入、わからない、の選

択肢で回答した。 

 

統計分析 

紙巻たばこ、加熱式たばこ、電子たばこの

使用経験者および現在使用者の割合を性・

年齢群別に算出した。クロス集計を行い、紙

巻たばこ、加熱式たばこ、電子たばこ、すべ

てのたばこ製品、紙巻たばこまたは加熱式

たばこの使用経験者および現在使用者の割

合と、性、年齢、居住地域、職業、個人年収

などの変数との関連を調べた。年齢群（18～

19 歳、20 歳、21 歳、22 歳、23 歳、24 歳）

間の使用経験者割合および現在使用者割合

の傾向は、コクラン・アーミテージ傾向検定

を用いて評価した。全研究者参加者を分析

対象として、ロジスティック回帰分析を用

いて、性別、居住地域、職業を調整した上で、

各たばこ製品の使用パターンと年齢層との

関連を調べた。 

3 つのサブグループ解析を行った。まず、

加熱式たばこ現在使用者を対象にロジステ

ィック回帰分析を行い、加熱式たばこ使用

と紙巻たばこおよび電子たばこ使用との関

連を分析した（共変量は同じく性別、居住地

域、職業で調整）。さらに、紙巻たばこ現在

使用者を対象にロジスティック回帰分析を

行い、加熱式たばこ使用状況（未使用者およ

び 1か月以上前に経験者 VS現在使用者）と

1 日に吸うたばこの平均本数との関連を評

価した。最後に、紙巻たばこ経験者を対象に

ロジスティック回帰分析を行い、加熱式た

ばこ使用状況（未使用者 VS経験者）と紙巻

きたばこ使用状況（禁煙者 VS 現在使用者）



との関係を調べた。有意水準は p<0.05（両

側）とした。職業（n=1）と年収（n=4）に欠

測が認められたが、データの除外が結果に

与える影響は少ないと考えられたため、ロ

ジスティック回帰分析の際には除外して多

変量解析を行った。統計解析は、IBM SPSS 

Statistics for Windows、バージョン 25.0

（IBM Corp.、Armonk、NY）および Rソフト

ウェア、バージョン 4.1.2（R Foundation for 

Statistical Computing）を用いて行った。 

 

（倫理面への配慮） 

娯楽と生活習慣に関する調査では、調査

員は、調査の目的、調査内容、個人情報保護

対策について、参加希望者に口頭で説明し

た。参加に同意した個人は、調査員とともに

調査票に記入する前に、書面によるインフ

ォームド・コンセントを行った。調査は無記

名式で実施され、年齢によっては違法とな

りえる項目については「答えたくない」とい

う選択肢を設け、答えたくなければ答えな

くて済むよう配慮された。データ収集は

2019 年 4 月から 5 月にかけて行われた。娯

楽と生活習慣に関する調査は、国立病院機

構久里浜医療センターの倫理委員会（承認

番号：338）で承認後に実施された。 

 

Ｃ．研究結果 

娯楽と生活習慣に関する調査においては、

抽出された5,500人のうち、1,775人（32.3％）

からの同意が得られ、訪問面接調査が実施

された。紙巻たばこ、加熱式たばこ、電子た

ばこの質問に完全に回答したことが確認で

きた 1,738人のデータを本分析対象とした。

参加者の特徴は表１に示した。 

18～24 歳の紙巻たばこの使用経験率は全

体で 13.9％（95％CI：12.3–15.6）であり、

男性は 19.0％（95％CI：16.4–21.6）、女性

は 8.8％（95％信頼区間：6.9–10.7）であっ

た（表 2）。加熱式たばこの使用経験率は参

加者全体で 12.5％（95％CI：11.0–14.1）、

男性は 17.3％（95％CI：14.8–19.8）、女性

は 7.8％（95％CI：6.0–9.5）であった。電

子たばこの使用経験率は、全体で 9.6％

（95％CI：8.2–10.9）、男性で 13.4％（95％

CI：11.1–15.6）、女性で 5.7％（95％CI：

4.1–7.2）であった。紙巻たばこの現在使用

率は全体で 10.4％（95％CI：8.9–11.8）、

男性で 15.1％（95％CI：12.7–17.5）、女性

で 5.6％（95％CI：4.5–6.6）、加熱式たば

こでは全体 4.9％（95％CI：3.9–5.9）、男

性 6.4％（95％CI：4.8–8.0）、女性 3.4％

（95％CI：2.5–4.2）であった。電子たばこ

の現在使用率は、全体 2.0％（95％CI：1.3–

2.6）、男性 2.5％（95％CI：1.5–3.6）、女

性 1.4％（95％CI：0.8–1.9）であった。 

3 つのたばこ製品の使用パターンを比例

ベン図にて示した（図 1）。いずれかのたば

こ製品使用経験者では、3分の 1以上がすべ

ての製品の使用経験があった。いずれかの

たばこ製品現在使用者では、紙巻たばこの

みの使用が最も多かったが（118/212：

55.7％）、紙巻たばこと加熱式たばこの二重

使用が目立った。いずれかのたばこ製品現

在使用者のうち、加熱式たばこ使用者は

40.1％（85/212 人）を占め、加熱式たばこ

と紙巻きたばこの二重使用者は 27.4％

（58/212 人）であった。現在加熱式たばこ

を使用している人では、68.2％（58/85 人）

が紙巻たばこも使用しており、たばこ製品

の三重使用者は 17.6％（15/85 人）であっ

た。 

各たばこ製品の使用パターン別に見た年

齢別の使用経験率および現在使用率を折れ

線グラフで示した（図 2）。使用経験率につ

いては、性別を問わず、各使用パターンの使

用経験率は年齢とともに増加した。現在使

用率は、就労者のサブグループを除き、すべ

ての使用パターンで年齢とともに増加し、

統計的に有意な傾向検定（p＜0.001）を示し

た。20 歳における使用経験率の顕著な増加

は、男性および就労者サブグループで認め

られ、使用経験率の最も高い世代は 22歳ま

たは 23歳であった。同様のパターンが現在

使用率にも認められたが、紙巻たばこ現在

使用率は 20歳以降のいずれの年齢でも高く、



加熱式たばこまたは電子たばこ現在使用率

との差がみられた。ロジスティック回帰分

析で共変量を調整して求めたオッズ比を折

れ線グラフで示した（図 3）。いずれのたば

こ製品の使用経験のオッズ比も、共変量で

調整した後でも 18～19 歳に比べ 20～24 歳

それぞれの年齢で有意に上昇しているとい

う関連がみられた。現在使用については電

子たばこを除くたばこ製品において同様に

20 歳以上のすべての年齢で有意な関連が観

察された。 

表 3には加熱式たばこ使用と紙巻たばこ/

電子たばこの使用との関連を検証したロジ

スティック回帰分析の結果を示した。加熱

式たばこ使用経験者においては、禁煙者（調

整オッズ比[AOR] 15.09 [95%CI: 3.97–

57.34]; P値 <0.001）と紙巻たばこ現在使

用者（AOR 14.81 [95%CI: 4.40–49.88]; P

値 <0.001）の両方が、加熱式たばこ現在使

用と有意に関連していた。電子たばこ現在

使用も加熱式たばこ現在使用と有意に関連

し て い た（ AOR 13.74 [95%CI: 3.57–

52.94] ; P値 <0.001）が、過去に電子たば

こを使用していたことは有意な関連がみら

れなかった。 

表 4 は、紙巻きたばこ現在使用者におけ

る加熱式たばこ現在使用の有無と 1 日の喫

煙本数との関連を評価したサブグループ解

析の結果である。1日 5本未満の喫煙本数の

者を参照群とした場合、1日 6～10本の喫煙

（AOR 3.94 [95% CI: 1.56–9.97]; p = 

0.004）および 1 日 11 本以上の喫煙（AOR 

3.21 [95% CI: 1.09–9.44]; p = 0.034）は、

加熱式たばこ現在使用と有意に関連してい

た。また、紙巻たばこ経験者のサブグループ

解析において、加熱式たばこ使用経験の有

無と禁煙者であることに有意な関連はみら

れなかった（表 5）。 

 

Ｄ．考察 

 本研究では、日本の若年成人（18～24歳）

におけるたばこ製品の使用実態を分析した。

その結果、紙巻たばこ使用経験者は 13.9％、

加熱式たばこ使用経験者は 12.5％、電子た

ばこ使用経験者は 9.6％であった。これらの

たばこ製品の現在使用率は、紙巻たばこが

10.4％、加熱式たばこが 4.9％、電子たばこ

が 2.0％で、紙巻たばこがこの 18～24 歳の

年齢層で最もよく使用されているたばこ製

品であることが明らかになった。注目すべ

きことに、加熱式たばこ現在使用者の

68.2％が、現在紙巻たばこを使用していた。 

18～24歳を年齢別に比較すると、20歳か

ら紙巻たばこの使用経験率と現在使用率の

両方が著しく増加し、20～24 歳のすべての

年代で 18～19歳に比べて使用率が高かった。

日本の調査データによると、2017～2021 年

の紙巻たばこ現在使用率は中高生で 1～2％、

2019年の成人で 16.7％であったと報告され

ている[12-14]。調査結果からは、社会規範

と 20歳未満への販売に関する法的規制（未

成年喫煙防止法）が機能しているようであ

り、日本の若者における実質的な喫煙開始

は 20～24歳の年齢層で生じている可能性が

ある。このため現在、喫煙開始の転換点は、

日本の法律が喫煙を合法と定めている 20歳

であるようだ。この知見は、喫煙年齢を法律

で定めることの重要性を示しており、喫煙

が合法となる年齢を引き上げることは喫煙

開始を遅らせることにもなる。紙巻きたば

こ使用率が最も高かったのは、大学以上に

進学をしていないとみられる就業者サブグ

ループの 20-21歳であった。日本では、教育

歴は喫煙の格差を引き起こす重要な社会経

済的要因である [4, 15-16] 。本研究は横

断研究であり、21歳から 24歳のグループで

観察された紙巻きたばこ使用率の差は、各

年齢層で異なる教育歴を有する者が入り混

じった結果として観察されていると考えた。

そこで、いくつかの共変量で調整を行った

オッズ比を用いて各たばこ製品使用と年齢

との関連を検討してみたが、20 歳以上のす

べての年齢グループで統計学的に有意な関

連がみられ、オッズ比が最も高かったのは

20～21 歳のグループであった。これまで日

本の喫煙率は減少してきたが、世界の高所



得国の中では依然として高い状況にある

[17]。たばこ対策において、教育機関や職場

における 20～21歳に焦点を当てた喫煙開始

を防止するための取り組みの優先順位は高

いと考える。 

この研究では、若年成人における加熱式

たばこ使用率は電子たばこよりも高く、日

本の加熱式たばこ使用率は他国で報告され

ている使用率よりも高いことも明らかにな

った[6]。諸外国の加熱式たばこの使用経験

率をみると、欧州の成人では 1～2% [18-19]、

米国の青少年では 2.4% [20-21]、英国の 18

～24歳の成人では 1.6% [22]、香港では 15

～29歳で 0.9%であった[23]。韓国の研究で

は、成人の加熱式たばこの現在使用率は 2.0

～2.8% [24]、若年成人の現在使用率は 3.5% 

[25]と、比較的近いものの日本よりも低い。

直接比較するのは難しいが、本研究での加

熱式たばこ使用率は、2018 年に日本で行わ

れた全国調査の 20～29歳の年齢層の使用率

よりもわずかに高かった[11, 26]。日本に

おける若年成人の加熱式たばこ使用率の急

増は見られなかったが、若者の加熱式たば

こ普及率は成人全体と同等である。また、本

研究の結果では、3つのたばこ製品いずれか

の現在使用者のうち、加熱式たばこ現在使

用者の割合（40.1%）は、2020年の国民健康

栄養調査[14]の 20～70歳成人の年齢層より

も比較的高かった。若年者における加熱式

たばこ使用の増加は、加熱式たばこの使用

が紙巻たばこ使用リスクを高める可能性が

あるという懸念（ゲートウェイ効果）を引き

起こしている。すでに電子たばこのゲート

ウェイ効果ついては比較的コンセンサスが

得られている[27–28]。今回の横断研究では

ゲートウェイ効果について検証することは

できなかったが、既存の研究報告によると、

加熱式たばこの使用は 1 年後の紙巻たばこ

使用の再開/開始と関連していると報告さ

れている[29]。このゲートウェイ効果につ

いての懸念を明らかにし、新しいたばこ関

連製品による害を最小限に抑えるためには、

注意深いモニタリングとさらなる縦断的研

究が必要である。 

さらに、本研究で加熱式たばこと紙巻た

ばこを二重使用している者の割合（27.4%）

は、国民健康栄養調査［14］で報告された 20

～70 歳の成人における二重使用の割合より

も高かった。加熱式たばこが市場に導入さ

れた後に何らかのたばこ製品の使用を開始

した人は、加熱式たばこと紙巻たばこの二

重使用者になる可能性が高いと思われる。

さらに、二重使用は、禁煙、紙巻たばこの総

消費量、未知の健康リスクへの悪影響とい

う観点で議論の余地がある。コクランレビ

ューでは、加熱式たばこが紙巻たばこの禁

煙に有効であるというエビデンスが不十分

であると報告されている[30]。今回の横断

研究では、加熱式たばこの禁煙に対する有

効性を検討するには不十分であるが、紙巻

たばこ使用経験者において、加熱式たばこ

の使用経験の有無と禁煙者かどうかに有意

な関連は認めなかった。現段階では、禁煙目

的での加熱式たばこを使用することは、若

年成人の喫煙者にとって禁煙に資するとい

う根拠が十分でない。たばこの害を減らす

手段として、加熱式たばこへの完全な切り

替えを推進しているたばこ会社もある。こ

の点について、たばこ企業が資金提供した

とされるいくつかのランダム化比較試験で

は、紙巻たばこを吸っていたが完全に加熱

式たばこに切り替えた人は、紙巻たばこを

吸い続けた人に比べて、最も有害な物質へ

の曝露が少なかったと報告がある [31–32]。

また、たばこの消費量に関しては、今回の研

究の結果から、1 日に 6 本以上たばこを吸

う参加者は、1日に 5本未満のたばこを吸う

参加者よりも加熱式たばこ現在使用者であ

る可能性が高いことが示唆された。この結

果は、ニコチン依存度の高い喫煙者がさま

ざまな状況（例：家庭内、自動車の車内など

紙巻たばこ使用できない場所）で加熱式た

ばこを補完的に使用しているのか、それと

も紙巻たばこをより多く吸う人が加熱式た

ばこを使用して紙巻たばこの本数を減らそ

うとしているのかは現時点では判断できな



い[33]。一方、たばこ業界との関係を持たな

い研究によると、紙巻たばこと加熱式たば

この両方を使用した人は、過去 30日間に紙

巻たばこを吸う本数は減ったものの、代謝

産物の測定によるたばこ成分の総消費量は

多かったことを示している[34]。日本で行

われた研究では、加熱式たばこと紙巻たば

この両方を使用している人は高血圧のリス

クが高く、両方を使用している人のたばこ

消費量については、従来の紙巻たばこの本

数は減っているにもかかわらず全体的なた

ばこ消費量には減っていなかったことが報

告されている[35]。こうした知見を鑑みる

と、現時点で紙巻たばこから加熱式たばこ

に完全に切り替えることにより健康影響が

軽減するとはいいきれないと思われる。さ

らに、加熱式たばこの短期的および長期的

な健康への悪影響は依然として不明である。

加熱式たばこには紙巻たばこにはない物質

が含まれているため[36]、紙巻たばこ使用

者における他のたばこ関連製品の二重使用

や三重使用は、紙巻たばこのみを吸う人に

比べて複合曝露による健康リスクが高い可

能性がある。公衆衛生学の予防原則に基づ

き、これらのたばこ製品は合法であったと

しても、若者によるたばこ製品の開始や使

用は避けるべきである。日本では合法的に

販売されている加熱式たばこを使用する若

者に対しては、加熱式たばこを含むすべて

のたばこ製品が有害であるという認識を高

めることを優先して情報提供されるべきで

ある。政策立案者は、加熱式たばこに関する

科学的知見の集積とともに、たばこに関す

る健康影響について周知啓発を行い、新し

いたばこ製品がもたらす健康被害を未然に

最小限に抑える努力をすることが求められ

る。 

この研究にはいくつかの限界がある。第

一に、日本全国の 11の主要都市から研究対

象者を抽出することで選択バイアスを最小

限に抑える工夫をしたが、地方都市を除外

したことで選択バイアスが生じた可能性が

ある。しかしながら、本研究は、日本の若年

成人のたばこ製品の使用実態を評価した最

初の全国代表性を担保した調査である。第

二に、調査は質問紙により行われ生物学的

サンプルでの確認をしていないため、情報

バイアスの可能性がある。[37–38]。回答の

誤差に対処するために、訓練を受けた調査

員が訪問面接調査を実施し、誤分類を減ら

す工夫をした。最後に、横断研究では、加熱

式たばこ使用と紙巻きたばこの使用の関連

や加熱式たばこ使用と喫煙本数関連を分析

した際に因果関係を結論付けることはでき

ず、解釈に注意が必要である。 

 

Ｅ．結論 

 2019年、日本の若年成人（18〜24歳）の

たばこ製品の現在使用率は、紙巻たばこが

10.4％、加熱式たばこが 4.9％、電子たばこ

が 2.0％であった。喫煙開始の転換点は、日

本で喫煙が法的に許可される 20歳の時点で

あると考えられた。特に、日本の若年成人の

加熱式たばこ使用率は諸外国よりも高く、

若年成人に焦点を当てた防煙活動の必要性

が高まっている。 
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表 1. 研究参加者の背景 

    n  (%) 

性別 
  

 
 

 男性 874  (50.3) 
 女性 864  (49.7) 

年齢 
  

 
 

 18 歳 275  (15.8) 
 19 歳 234  (13.5) 
 

20 歳 259  (14.9) 
 21 歳 256  (14.7) 
 22 歳 223  (12.8) 
 

23 歳 223  (12.8) 
 24 歳 268  (15.4) 

居住地  
 

 

 札幌市 149  (8.6) 
 仙台市 175  (10.1) 
 さいたま市 190  (10.9) 
 千葉市 141  (8.1) 
 東京 23 区内 132  (7.6) 
 横浜市 147  (8.5) 
 川崎市 131  (7.5) 
 相模原市 182  (10.5) 
 名古屋市 169  (9.7) 
 大阪市 153  (8.8) 
 福岡市 169  (9.7) 

職業  
 

 

 学生 921  (53.0) 
 フルタイム就業者 536  (30.8) 
 契約/臨時/パートタイム雇用 182  (10.5) 
 無職 55  (3.2) 
 自営業/自由業 26  (1.5) 
 家事/主夫・主婦 16  (0.9) 
 わからない 1  (0.1) 
 無回答 1  (0.1) 

個人年収  
 

 

 
< 100 万円 676  (38.9) 

 100-200 万円 278  (16.0) 
 200-300 万円 282  (16.2) 
 

300-400 万円 150  (8.6) 
 400-600 万円 43  (2.5) 
 600-800 万円 4  (0.2) 
 

1000-1200 万円 1  (0.1) 
 収入なし 243  (14.0) 
 わからない 57  (3.3) 

  無回答 4  (0.2) 
   

 
 



表 2. 性・年齢別の紙巻きたばこ、加熱式たばこおよび電子たばこの使用率 

 
 18-24 歳    18 歳 19 歳 20 歳 21 歳 22 歳 23 歳 24 歳 
    n (%) 95%CI n (%) n (%) n (%) n (%) n (%) n (%) n (%) 
男女計 （n＝1738）                   
使用経験                    

 紙巻たばこ 242 (13.9) (12.3 , 15.6) 6 (2.2) 6 (2.6) 40 (15.4) 45 (17.6) 44 (19.7) 53 (23.8) 48 (17.9) 
 加熱式たばこ 218 (12.5) (11.0 , 14.1) 7 (2.5) 9 (3.8) 32 (12.4) 38 (14.8) 38 (17.0) 48 (21.5) 46 (17.2) 
 電子たばこ 166 (9.6) (8.2 , 10.9) 5 (1.8) 5 (2.1) 28 (10.8) 28 (10.9) 28 (12.6) 35 (15.7) 37 (13.8) 

現在使用                   
 紙巻たばこ 180 (10.4) (8.9 , 11.8) 4 (1.5) 4 (1.7) 34 (13.1) 37 (14.5) 29 (13.0) 40 (17.9) 32 (11.9) 
 加熱式たばこ 85 (4.9) (3.9 , 5.9) 2 (0.7) 3 (1.3) 10 (3.9) 11 (4.3) 16 (7.2) 25 (11.2) 18 (6.7) 
 電子たばこ 34 (2.0) (1.3 , 2.6) 2 (0.7) 0 (0.0) 6 (2.3) 4 (1.6) 7 (3.1) 6 (2.7) 9 (3.4) 

男性 （n＝874）                   

使用経験                    
 紙巻たばこ 166 (19.0) (16.4 , 21.6) 4 (2.7) 6 (4.9) 30 (22.9) 36 (24.8) 25 (22.9) 38 (36.2) 27 (23.5) 
 加熱式たばこ 151 (17.3) (14.8 , 19.8) 5 (3.4) 6 (4.9) 25 (19.1) 28 (19.3) 20 (18.3) 36 (34.3) 31 (27.0) 
 電子たばこ 117 (13.4) (11.1 , 15.6) 5 (3.4) 4 (3.3) 19 (14.5) 23 (15.9) 14 (12.8) 28 (26.7) 24 (20.9) 

現在使用                   
 紙巻たばこ 132 (15.1) (12.7 , 17.5) 3 (2.0) 4 (3.3) 27 (20.6) 31 (21.4) 17 (15.6) 30 (28.6) 20 (17.4) 
 加熱式たばこ 56 (6.4) (4.8 , 8.0) 2 (1.4) 3 (2.5) 8 (6.1) 8 (5.5) 5 (4.6) 18 (17.1) 12 (10.4) 
 電子たばこ 22 (2.5) (1.5 , 3.6) 2 (1.4) 0 (0.0) 4 (3.1) 3 (2.1) 3 (2.8) 3 (2.9) 7 (6.1) 

女性 （n＝864）                   

使用経験                    
 紙巻たばこ 76 (8.8) (6.9 , 10.7) 2 (1.6) 0 (0.0) 10 (7.8) 9 (8.1) 19 (16.7) 15 (12.7) 21 (13.7) 
 加熱式たばこ 67 (7.8) (6.0 , 9.5) 2 (1.6) 3 (2.7) 7 (5.5) 10 (9.0) 18 (15.8) 12 (10.2) 15 (9.8) 
 電子たばこ 49 (5.7) (4.1 , 7.2) 0 (0.0) 1 (0.9) 9 (7.0) 5 (4.5) 14 (12.3) 7 (5.9) 13 (8.5) 

現在使用                   
 紙巻たばこ 48 (5.6) (4.5 , 6.6) 1 (0.8) 0 (0.0) 7 (5.5) 6 (5.4) 12 (10.5) 10 (8.5) 12 (7.8) 
 加熱式たばこ 29 (3.4) (2.5 , 4.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (1.6) 3 (2.7) 11 (9.6) 7 (5.9) 6 (3.9) 

  電子たばこ 12 (1.4) (0.8 , 1.9) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (1.6) 1 (0.9) 4 (3.5) 3 (2.5) 2 (1.3) 
 



 
 
図 1. 3 つのたばこ製品の使用パターンを示す比例ベン図 

 

 
図 2. 年齢別のたばこ製品使用パターンごとの使用経験率および現在使用率 



 
図 3.  性別、居住地、職業で調整した、たばこ製品使用と年齢の関連   

  



表 3.  加熱式たばこ使用経験者（n=218）における、紙巻たばこ使用/電子たば
こ使用と加熱式たばこ現在使用の関連 
 

  過去の加熱式たば
こ使用経験者 

現在加熱式たばこを使
用者 

        

  n (%) n (%) 
Crude 

OR 
95%CI 

P 
value 

Adjusted 
ORa 

95%CI 
P 

value 

    133 (61.0) 85 (39.0)                 

性別 
            

 男性 95 (62.9) 56 (37.1) 1.00    1.00    

 女性 38 (56.7) 29 (43.3) 1.30 (0.72 , 2.33) 0.387 1.18 (0.54 , 2.56) 0.679 

年齢             

 18-19 歳 11 (68.8) 5 (31.3) 1.00    1.00    

 20 歳 22 (68.8) 10 (31.3) 1.00 (0.27 , 3.65) 1.000 0.48 (0.10 , 2.28) 0.352 
 21 歳 27 (71.1) 11 (28.9) 0.90 (0.25 , 3.19) 0.866 0.61 (0.14 , 2.77) 0.526 
 22 歳 22 (57.9) 16 (42.1) 1.60 (0.46 , 5.52) 0.457 1.39 (0.31 , 6.15) 0.666 
 23 歳 23 (47.9) 25 (52.1) 2.39 (0.72 , 7.93) 0.154 1.76 (0.41 , 7.63) 0.450 
 24 歳 28 (60.9) 18 (39.1) 1.41 (0.42 , 4.75) 0.575 0.98 (0.21 , 4.55) 0.981 

居住地             

 札幌市 5 (41.7) 7 (58.3) 1.00    1.00    

 仙台市 8 (50.0) 8 (50.0) 0.71 (0.16 , 3.23) 0.662 0.36 (0.05 , 2.71) 0.322 
 さいたま市 18 (69.2) 8 (30.8) 0.32 (0.08 , 1.31) 0.113 0.59 (0.10 , 3.66) 0.570 
 千葉市 6 (46.2) 7 (53.8) 0.83 (0.17 , 4.06) 0.821 1.00 (0.13 , 7.44) 0.999 
 東京 23 区内 8 (50.0) 8 (50.0) 0.71 (0.16 , 3.23) 0.662 0.78 (0.11 , 5.43) 0.805 
 横浜市 13 (72.2) 5 (27.8) 0.28 (0.06 , 1.29) 0.101 0.56 (0.08 , 3.92) 0.559 
 川崎市 13 (68.4) 6 (31.6) 0.33 (0.07 , 1.48) 0.147 0.22 (0.03 , 1.60) 0.135 
 相模原市 16 (64.0) 9 (36.0) 0.40 (0.10 , 1.64) 0.205 0.65 (0.11 , 3.93) 0.642 
 名古屋市 11 (52.4) 10 (47.6) 0.65 (0.16 , 2.72) 0.555 1.12 (0.18 , 7.14) 0.902 
 大阪市 16 (66.7) 8 (33.3) 0.36 (0.09 , 1.49) 0.157 0.31 (0.05 , 2.00) 0.220 
 福岡市 19 (67.9) 9 (32.1) 0.34 (0.08 , 1.37) 0.128 0.44 (0.08 , 2.55) 0.360 

職業             

 学生 43 (70.5) 18 (29.5) 1.00    1.00    

 就業者 86 (59.3) 59 (40.7) 1.64 (0.86 , 3.12) 0.132 0.70 (0.28 , 1.78) 0.458 

 家事/主夫・主婦/無職/わから
ない 4 (33.3) 8 (66.7) 4.78 (1.28 , 17.89) 0.020 1.19 (0.20 , 7.00) 0.847 

紙巻たばこ使用             

 未喫煙者 45 (90.0) 5 (10.0) 1.00    1.00    

 禁煙者 19 (46.3) 22 (53.7) 10.42 (3.44 , 31.60) <0.001 15.09 (3.97 , 57.34) <0.001 
 現在喫煙者 69 (54.3) 58 (45.7) 7.57 (2.82 , 20.31) <0.001 14.81 (4.40 , 49.88) <0.001 

電子たばこ使用             

 未使用者 50 (62.5) 30 (37.5) 1.00    1.00    

 過去の使用経験者 78 (72.2) 30 (27.8) 0.64 (0.35 , 1.19) 0.159 0.46 (0.22 , 0.94) 0.034 

  現在使用者 5 (16.7) 25 (83.3) 8.33 (2.88 , 24.09) <0.001 13.74 (3.57 , 52.94) <0.001 

* Crude OR: 加熱式たばこの過去の使用経験者に対する現在使用者の未調整オッズ比 

a Adjusted OR：性別, 年齢, 居住地, 職業, 紙巻たばこ使用, 電子たばこ使用を投入した多変量解析により調整したオッズ比 



 
  加熱式たばこ未使用者

/過去の使用経験者 
加熱式たばこ現
在使用者 

        

  n (%) n (%) 
Crude 

OR 
95%CI 

P 
value 

Adjusted ORa  95%CI 
P 

value 

    122 (67.8) 58 (32.2)                 

性別 

 
            

 

男性 92 (69.7) 40 (30.3) 1.00    1.00    
 

女性 30 (62.5) 18 (37.5) 1.38 (0.69 , 2.76) 0.362 1.55 (0.64 , 3.73) 0.331 

年齢 

 
            

 

18-19 歳 5 (62.5) 3 (37.5) 1.00    1.00    
 

20 歳 27 (79.4) 7 (20.6) 0.43 (0.08 , 2.26) 0.320 0.68 (0.10 , 4.52) 0.686  

21 歳 29 (78.4) 8 (21.6) 0.46 (0.09 , 2.35) 0.351 0.96 (0.14 , 6.45) 0.967  

22 歳 18 (62.1) 11 (37.9) 1.02 (0.20 , 5.13) 0.982 1.48 (0.22 , 9.86) 0.687  

23 歳 23 (57.5) 17 (42.5) 1.23 (0.26 , 5.88) 0.794 3.22 (0.48 , 

 

0.227  

24 歳 20 (62.5) 12 (37.5) 1.00 (0.20 , 4.96) 1.000 2.19 (0.32 , 

 

0.428 

居住地 

 
           

 

札幌市 8 (61.5) 5 (38.5) 1.00    1.00    
 

仙台市 11 (64.7) 6 (35.3) 0.87 (0.20 , 3.90) 0.858 0.29 (0.04 , 1.99) 0.209  

さいたま市 11 (64.7) 6 (35.3) 0.87 (0.20 , 3.90) 0.858 0.83 (0.14 , 4.84) 0.834  

千葉市 5 (45.5) 6 (54.5) 1.92 (0.38 , 9.80) 0.433 1.44 (0.20 , 

 

0.717  

東京 23 区内 5 (50.0) 5 (50.0) 1.60 (0.30 , 8.49) 0.581 1.32 (0.17 , 

 

0.788  

横浜市 7 (87.5) 1 (12.5) 0.23 (0.02 , 2.46) 0.223 0.19 (0.01 , 2.64) 0.215  

川崎市 16 (84.2) 3 (15.8) 0.30 (0.06 , 1.58) 0.156 0.39 (0.06 , 2.76) 0.345  

相模原市 13 (65.0) 7 (35.0) 0.86 (0.20 , 3.66) 0.840 1.00 (0.18 , 5.58) 0.999  

名古屋市 16 (72.7) 6 (27.3) 0.60 (0.14 , 2.58) 0.493 0.72 (0.13 , 4.13) 0.714  

大阪市 13 (65.0) 7 (35.0) 0.86 (0.20 , 3.66) 0.840 0.88 (0.16 , 4.99) 0.887  

福岡市 17 (73.9) 6 (26.1) 0.57 (0.13 , 2.42) 0.441 0.74 (0.13 , 4.10) 0.726 

職業 

 
           

 

学生 38 (76.0) 12 (24.0) 1.00    1.00    
 

就業者 79 (65.8) 41 (34.2) 1.64 (0.78 , 3.48) 0.195 0.58 (0.21 , 1.60) 0.294  
家事/主夫・主婦/無職/わ
からない 5 (50.0) 5 (50.0) 3.17 (0.78 , 12.83) 0.106 0.67 (0.09 , 4.94) 0.695 

1 日あたりの喫煙本数（本）           

 ≤ 5 57 (81.4) 13 (18.6) 1.00    1.00    

 6 to 10 33 (56.9) 25 (43.1) 3.32 (1.50 , 7.36) 0.003 3.94 (1.56 , 9.97) 0.004 
 ≥ 11 32 (61.5) 20 (38.5) 2.74 (1.21 , 6.23) 0.016 3.21 (1.09 , 9.44) 0.034 

電子たばこ使用             

 未使用者 65 (75.6) 21 (24.4) 1.00    1.00    

 過去の使用経験者 53 (70.7) 22 (29.3) 1.29 (0.64 , 2.59) 0.482 1.40 (0.63 , 3.13) 0.415 

  現在使用者 4 (21.1) 15 (78.9) 11.61 (3.47 , 38.83) <0.001 13.83 (3.41 , 

 

<0.001 

* Crude OR: 加熱式たばこの未使用者もしくは過去の使用経験者に対する現在使用者の未調整オッズ比 

a Adjusted OR：性別, 年齢, 居住地, 職業, 1日の喫煙本数, 電子たばこ使用を投入した多変量解析により調整したオッズ比 

 



表 5.  紙巻たばこ使用経験者(n = 242)における、加熱式たばこ使用と禁煙の

関連 

 
  紙巻きたばこ現在使

 

紙巻たばこ禁

 

          

  n (%) n (%)  crude 

 

(95%CI) P 

 

 Adjusted 

 

(95%CI) P 

     180 (74.4) 62 (25.6)                     

性別 

 
              

 

男性 132 (79.5) 34 (20.5)  1.00     1.00    
 

女性 48 (63.2) 28 (36.8) 
 

2.27 (1.2

 

, 4.12) 0.008 
 

0.46 (0.2

 

, 0.91) 0.026 

年齢 

 
              

 

18-19 歳 8 (66.7) 4 (33.3)  1.00     1.00    
 

20 歳 34 (85.0) 6 (15.0) 
 

0.35 (0.0

 

, 1.55) 0.168 
 

0.29 (0.0

 

, 1.42) 0.127  

21 歳 37 (82.2) 8 (17.8) 
 

0.43 (0.1

 

, 1.79) 0.248 
 

0.41 (0.0

 

, 1.84) 0.243  

22 歳 29 (65.9) 15 (34.1)  1.03 (0.2

 

, 4.00) 0.961  0.87 (0.2

 

, 3.83) 0.855  

23 歳 40 (75.5) 13 (24.5) 
 

0.65 (0.1

 

, 2.52) 0.533 
 

0.59 (0.1

 

, 2.62) 0.490  

24 歳 32 (66.7) 16 (33.3) 
 

1.00 (0.2

 

, 3.83) 1.000 
 

0.80 (0.1

 

, 3.60) 0.773 

居住

 

 
              

 

札幌市 13 (86.7) 2 (13.3) 
 

1.00 
    

1.00 
   

 

仙台市 17 (81.0) 4 (19.0) 
 

1.53 (0.2

 

, 9.67) 0.652 
 

1.54 (0.2

 

, 

 

0.665  

さいたま市 17 (77.3) 5 (22.7)  1.91 (0.3

 

, 

 

0.478  3.34 (0.4

 

, 

 

0.227  

千葉市 11 (68.8) 5 (31.3) 
 

2.96 (0.4

 

, 

 

0.245 
 

5.19 (0.7

 

, 

 

0.102  

東京 23 区内 10 (58.8) 7 (41.2) 
 

4.55 (0.7

 

, 

 

0.094 
 

8.33 (1.2

 

, 

 

0.032  

横浜市 8 (57.1) 6 (42.9)  4.88 (0.7

 

, 

 

0.089  7.83 (1.0

 

, 

 

0.045  

川崎市 19 (70.4) 8 (29.6) 
 

2.74 (0.5

 

, 

 

0.246 
 

6.09 (0.9

 

, 

 

0.058  

相模原市 20 (76.9) 6 (23.1) 
 

1.95 (0.3

 

, 

 

0.453 
 

2.77 (0.4

 

, 

 

0.292  

名古屋市 22 (78.6) 6 (21.4)  1.77 (0.3

 

, 

 

0.519  3.62 (0.5

 

, 

 

0.192  

大阪市 20 (74.1) 7 (25.9) 
 

2.28 (0.4

 

, 

 

0.349 
 

3.29 (0.5

 

, 

 

0.208  

福岡市 23 (79.3) 6 (20.7) 
 

1.70 (0.3

 

, 9.65) 0.552 
 

3.10 (0.4

 

, 

 

0.244 

職業 

 
             

 

学生 50 (78.1) 14 (21.9) 
 

1.00 
    

1.00 
   

 

就業者 120 (75.0) 40 (25.0) 
 

1.19 (0.6

 

, 2.38) 0.622 
 

0.99 (0.4

 

, 2.31) 0.987  
家事/主夫・主
婦/無職/わか
らない 

10 (55.6) 8 (44.4)  2.86 
(0.9

5 

, 8.61) 0.062  2.13 
(0.5

4 

, 8.46) 0.282 

加熱式たばこ使用               

 未使用者 53 (71.6) 21 (28.4) 
 

1.00 
    

1.00 
   

 使用経験者 127 (75.6) 41 (24.4)  0.82 (0.4

 

, 1.51) 0.514  0.73 (0.3

 

, 1.57) 0.418 

電子たばこ使用               

 未使用者 86 (73.5) 31 (26.5) 
 

1.00 
    

1.00 
   

 過去の使用経

 

75 (76.5) 23 (23.5)  0.85 (0.4

 

, 1.59) 0.611  1.12 (0.5

 

, 2.36) 0.770 

  現在使用者 19 (70.4) 8 (29.6)   1.17 (0.4

 

, 2.94) 0.741   1.52 (0.5

 

, 4.51) 0.454 

* Crude OR: 紙巻たばこ現在使用者に対する禁煙者の未調整オッズ比 

a Adjusted OR：性別, 年齢, 居住地, 職業, 1日の喫煙本数, 加熱式たばこ使用経験有無, 電子たばこ使用を投入した多変量解析により調整したオッズ比 
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Ａ．研究目的 

 20 歳未満で飲酒を開始することは、開

始時点の健康や学業成績に影響を及ぼすだ

けでなく、将来にわたる健康リスクを高め

ることが知られている[1] 。日本では「健康

日本 21（第三次）」において、「20歳未満

の者の飲酒をなくす」ことが目標として掲

げられ、中学生・高校生の「飲酒者の割合 

0％」が具体的な目標値として設定されてい

る。一方、高校卒業後から 20歳を迎えるま

での者については、健康日本 21（第三次）

において対象として言及されているものの、

背景 ：高校卒業後から 20歳を迎えるまでの者については、健康日本 21 （第三次）におい

て対象として言及されているものの、飲酒行動の実態は把握されていない。本研究は、

18～20 歳を対象に含む既存調査を用いて、18～24歳の年齢別飲酒行動を記述することを

目的に実施した。 

方法：娯楽と生活習慣に関する調査（2019年 4月実施、18～24歳対象、訪問面接調査）

のデータを用いて本研究を実施した。本調査は、10政令指定都市（札幌市、仙台市、さ

いたま市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市、名古屋市、大阪市、福岡市）および東京

23区の 220地域に居住する 18～24歳の個人を対象とし実施された。飲酒頻度と飲酒量、

一時多量飲酒に関する質問が含まれており、過去 1 年間飲酒、一時多量飲酒、リスク飲

酒の割合を算出した。 

結果：1,743人を解析対象とした。18歳、19歳における各指標の割合は、過去 1年飲酒

18歳 11.1%、19 歳 23.2%、一時多量飲酒 18歳 0.4%、19歳 2.5%、リスク飲酒 18歳 0.4%、

19歳 1.2%であった。 

結論：一時多量飲酒、リスク飲酒は 18 歳、19 歳の飲酒者は 5%に満たない値であるが、

過去 1年飲酒は、18 歳で 10%、19歳で 20%を超えており、高校卒業後 20歳を超えるまで

の期間に飲酒をする機会があると考えられた。高校の卒業前、大学や専門学校等各種学

校の入学後、職場への入職後、といった機会に、20歳未満での飲酒防止教育、情報提供

が望まれる。 



飲酒行動の実態については把握されていな

いのが現状である。喫煙については、国民生

活基礎調査（大規模調査年）において、2010

年調査までは健康票の 20歳未満の者への質

問項目に喫煙に関する質問が含まれており、

15～19 歳の喫煙行動として把握されていた

[2]。2013 年調査以降は、喫煙は 20 歳以上

の者への質問となり、18～19 歳の喫煙は含

まれていない。同調査において、飲酒に関す

る質問は 2013 年調査以降の調査で 20 歳以

上の者を対象に尋ねられており、18～19 歳

の飲酒行動は把握されていない。 

近年「中学生・高校生の飲酒者の割合」は

低値となってきたが、20 歳以上の者の「生

活習慣病（ＮＣＤｓ）のリスクを高める量を

飲酒している者」の割合は高く、20 歳前後

は飲酒行動の開始や習慣化につながる時期

となっている可能性がある[3]。そのため、

20 歳以上の者の飲酒対策を進める上でも、

高校卒業後から 20 歳を迎えるまでに加え、

20代前半の時期を含めた、18～24歳の飲酒

行動の実態を把握することは重要であると

考えられる。 

本研究では、18～20 歳を対象に含む既存

調査を用いて、18～24 歳の年齢別飲酒行動

を記述することを目的に実施した。本研究

で得られた結果は、令和 7 年度中高生全国

調査の結果と合わせて、20 歳未満の年齢別

の飲酒率の評価に活用する。 

 

Ｂ．研究方法 

2019年に実施された、娯楽と生活習慣に

関する調査（2019 年 4月実施、18～24歳対

象、訪問面接調査）のデータを用いて本研究

を実施した。 

本調査は、訓練された調査員が、構造化さ

れた質問票を用いて尋ねる、訪問面接調査

であった。層化二段無作為抽出法により、10

政令指定都市（札幌市、仙台市、さいたま市、

千葉市、横浜市、川崎市、相模原市、名古屋

市、大阪市、福岡市）と東京 23区の 220地

域の住民基本台帳から抽出された 18～24歳

5,500人に回答を依頼し、１,775人（32.2%）

の回答が得られたものである。 

本研究で用いた調査項目と飲酒指標は以

下である。 

飲酒頻度と飲酒量 

飲酒頻度を質問し、過去 1 年間に飲酒し

た者に、調査員が普段の飲酒機会に飲むお

酒の種類と量を、以下の酒類の種類ごとに 1

項目ずつ尋ねた： (1)ビール、発泡酒、(2)

日本酒、(3)焼酎、(4)チューハイ、(5)カク

テル、(6)ワイン、(7)ウイスキー、(8)その

他（梅酒など）。その後、酒の種類ごとに飲

酒量を計算し、普段の飲酒機会の総飲酒量

を算出した。 

過去 1年間飲酒 

飲酒頻度の質問で、「過去１年間は飲酒し

ていない」と回答した場合以外を過去 1 年

間飲酒と定義した。 

一時多量飲酒（Heavy episodic drinking：

HED） 

「30 日以内に、60g 以上の純アルコール

に相当するアルコールを飲酒しましたか？」

の質問に、「はい」と回答した場合を一時多

量飲酒と定義した。 

生活習慣病のリスクを高める量の飲酒（以

下、リスク飲酒） 

国民健康栄養調査では、“「生活習慣病の

リスクを高める量を飲酒している者」とは、

１日当たりの純アルコール摂取量が男性で

40g以上、女性 20g以上の者”とし、以下の

方法で算出。 ①男性：「毎日×２合以上」

＋「週５～６日×２合以上」＋「週３～４日

×３合以上」＋「週１～２日×５合以上」＋

「月１～３日×５合以上」 ②女性：「毎日

×１合以上」＋「週５～６日×１合以上」＋

「週３～４日×１合以上」＋「週１～２日×

３合以上」＋「月１～３日×５合以上」”と

されており、飲酒頻度と飲酒量を用いて同

様の方法でリスク飲酒を定義した。 

統計解析 

過去 1年間飲酒、一時多量飲酒、リスク飲

酒の割合を性・年齢群別に算出した。年齢の

傾向は、コクラン・アーミテージ傾向検定を

行った。統計解析は、IBM SPSS Statistics 



for Windows、バージョン 28.0（IBM Corp.、

Armonk、NY）を用いて行った。各年齢におけ

る、各指標の男女の割合の差は、χ2 検定、

Fisherの正確確率検定を行った。 

（倫理面への配慮） 

娯楽と生活習慣に関する調査では、調査

員は、調査の目的、調査内容、個人情報保護

対策について、参加希望者に口頭で説明し

た。参加に同意した個人は、調査員とともに

調査票に記入する前に、書面によるインフ

ォームド・コンセントを行った。調査は無記

名式で実施され、年齢によっては違法とな

りえる項目については「答えたくない」とい

う選択肢を設け、答えたくなければ答えな

くて済むよう配慮された。データ収集は

2019 年 4 月から 5 月にかけて行われた。娯

楽と生活習慣に関する調査は、国立病院機

構久里浜医療センターの倫理委員会（承認

番号：338）で承認後に実施された。 

 

Ｃ．研究結果 

本研究で用いた全ての飲酒の質問に回答

した 1,743人のデータを解析対象とした。 

表 1に 18～24歳の性別、年齢別の各飲酒

指標割の割合を示した。18 歳における各指

標の割合は、過去 1年飲酒 11.1%（男 14.2%、

女 7.6%）、一時多量飲酒 0.4%（男 0.7%、女

0.0%）、リスク飲酒 0.4%（男 0.7%、女 0.0%）

と最も低く、19 歳の割合が過去 1 年飲酒

23.2%（男 25.4%、女 20.9%）、一時多量飲酒

2.5%（男 2.4%、女 2.6%）、リスク飲酒 1.2%

（男 1.6%、女 0.9%）と次いで低かった。コ

クラン・アーミテージ傾向性検定は全ての

指標で p<0.001 となり、年齢が高くなるに

つれて過去 1年飲酒、一時多量飲酒、リスク

飲酒の割合が有意に上昇する傾向が認めら

れた。各年齢における男女の割合を比較し

たところ、過去 1 年飲酒とリスク飲酒は 18

～24 歳のどの年齢階級でも有意差は認めな

かった。一時多量飲酒は 18歳、19歳は男女

間の有意差を認めず、20 歳、21 歳、22 歳、

23歳、24歳は男性の割合が有意に高かった。 

 

Ｄ．考察 

 本研究は、2019 年に実施された、娯楽と

生活習慣に関する調査の既存データを用い

て 18～24 歳の年齢別飲酒行動を記述した。

本研究で用いた既存データの強みは、既報

と比較すると、18～19 歳を含むデータであ

ること、大都市に限定されるが関東に限定

されない全国データであること、大学生の

みでなく就労者も含むデータであること、

である[4-5]。 

一時多量飲酒、リスク飲酒は 18歳、19歳

の飲酒者は 5%に満たない値であるが、過去

1年飲酒は、18歳で 10%、19歳で 20%を超え

ており、高校卒業後 20歳を超えるまでの期

間に飲酒をする機会があると考えられた。

高校の卒業前、大学や専門学校等各種学校

の入学後、職場への入職後、といった機会に、

「一時多量飲酒の死亡にいたる危険性」、

「飲酒ガイドラインを踏まえた 20歳以降の

飲酒行動」といった内容を含む、20 歳未満

での飲酒防止教育、情報提供が望まれる。 

高校卒業後から 20歳を迎えるまでの者の

飲酒行動を、今後どのように把握していく

かについては、課題が残る。実施しやすい方

法案の１つは、各種学校や職場の健康診断

の場の活用である。現在職域で行われてい

る喫煙及び飲酒に関する問診を高校卒業後

の進学先の学校でも導入し、学校と職域双

方のデータを統合すれば、全国の高校卒業

後から 20歳を迎えるまでの者、加えて 20～

24歳の情報も収集できる。20歳前後の喫煙

及び飲酒状況を把握し、対策を講じていく

ことは、一次予防、二次予防の観点から、将

来の NCDｓ低減にもつながり、重要であると

考えられる。 

 

Ｅ．結論 

 2019 年に実施された、娯楽と生活習慣に

関する調査の既存データを用いて 18～24歳

の年齢別飲酒行動を記述した。その結果、一

時多量飲酒、リスク飲酒は 18歳、19歳の飲

酒者は 5%に満たない値であるが、過去 1 年

飲酒は、18 歳で 10%、19 歳で 20%を超えて



おり、高校卒業後 20歳を超えるまでの期間

に飲酒をする機会があると考えられた。高

校の卒業前、大学や専門学校等各種学校の

入学後、職場への入職後、といった機会に、

20 歳未満での飲酒防止教育、情報提供が望

まれる。 
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表1 ．18～24歳の性別、年齢別、各飲酒指標の割合

18歳 19歳 20歳 21歳 22歳 23歳 24歳 18歳 19歳 20歳 21歳 22歳 23歳 24歳 18歳 19歳 20歳 21歳 22歳 23歳 24歳
参加者総数 279 241 261 249 225 222 266 148 126 135 142 109 106 114 131 115 126 107 116 116 152

割合(%) 11.1 23.2 88.9 93.2 93.8 93.7 89.8 14.2 25.4 89.6 95.1 92.7 93.4 90.4 7.6 20.9 88.1 90.7 94.8 94 89.5
95%CI (7.4, 14.8)(17.9, 28.6)(85.1, 92.7)(90.0, 96.3)(90.6, 96.9)(90.5, 96.9)(86.2, 93.5) (8.6, 19.8)(17.8, 33.0)(84.5, 94.8)(91.5, 98.6)(87.8, 97.6)(88.7, 98.1)(84.9, 95.8) (3.1, 12.2)(13.4, 28.3)(82.4, 93.8)(85.1, 96.2)(90.8, 98.9)(89.6, 98.3)(84.6, 94.3)

χ²(1)a

p valuea

p valueb 0.082 0.406 0.693 0.171 0.501 0.862 0.815
割合(%) 0.4 2.5 17.2 26.5 29.8 28.4 30.5 0.7 2.4 23 32.4 36.7 36.8 38.6 0.0 2.6 11.1 18.7 23.3 20.7 24.3

95%CI (0.0, 1.1) (0.5, 4.5) (12.7, 21.8)(21.0, 32.0)(23.8, 35.8)(22.4, 34.3)(24.9, 36.0) (0.0, 2.0) (0.0, 5.0) (15.9, 30.1)(24.7, 40.1)(27.7, 45.8)(27.6, 46.0)(29.7, 47.5) (0.0, 0.0) (0.0, 5.5) (5.6, 16.6) (11.3, 26.1)(15.6, 31.0)(13.3, 28.1)(17.5, 31.2)
χ²(1)a

p valuea

p valueb 1.000 1.000 0.011 0.015 0.028 0.008 0.012
割合(%) 0.4 1.2 13.8 20.9 16 18.5 17.7 0.7 1.6 15.6 19 17.4 14.2 15.8 0 0.0 0.9 11.9 23.4 14.7 22.4 19.1

95%CI (0.0, 1.1) (0.0, 2.6) (9.6, 18.0) (15.8, 25.9)(11.2, 20.8)(13.4, 23.6)(13.1, 22.2) (0.0, 2.0) (0.0, 3.8) (9.4, 21.7) (12.6, 25.5)(10.3, 24.6) (7.5, 20.8) (9.1, 22.5) (0.0, 0.0) (0.0, 2.6) (6.2, 17.6) (15.3, 31.4) (8.2, 21.1) (14.8, 30.0)(12.8, 25.3)
χ²(1)a

p valuea

p valueb 0.346 0.616 0.393 0.403 0.570 0.113 0.486
a：χ²(1)、p valueはコクラン・アーミテージ傾向検定の結果を示した。
b：各年齢における、男女の割合の差の検定（χ2検定またはFisherの正確確率検定）の結果を示した。
95%CI=95% confidence interval

リスク
飲酒

66.1 24.8 41.1
<.001 <.001 <.001

一時多量
飲酒

142.4 99.4 54.3
<.001 <.001 <.001

男女計 男性 女性

過去1年
飲酒

631.1 306.6 327.1
<.001 <.001 <.001
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Ａ．研究目的 

 20歳未満での飲酒の開始は，青少年期か

ら将来の健康や社会生活に様々な悪影響を

及ぼすことが知られている[1]。青少年の飲

酒行動の防止の観点から，健康日本 21（第

三次）やアルコールの有害な使用を低減す

るための世界戦略においては，青少年の飲

酒行動の抑制が求められている。 

我々は，今回の研究班においてこれまで

継続している定期的な全国調査に基づくモ

ニタリング事業を行う一方，いわゆる系統

的レビューの手法を用いて青少年の飲酒行

動の抑制に資する介入について既知の先行

研究を網羅的に収集してまとめることによ

り，現時点での若者の飲酒行動の抑制に有

用な介入の現状について把握することにし

た。 

今回の系統的レビューでは介入の手法と

して学校ベースで行うものに注目すること

にした。飲酒の抑制のアプローチとしては， 

 学校ベースによるもの 

 家庭ベースによるもの 

 地域・社会ベースによるもの 

が考えられるが，様々な教育を施し指導す

る主な場所が学校であるということで，今

回は学校ベースの介入に注目することにし

た。 

 青少年を対象とした学校ベースの介入研

究については，2011年に系統的レビューの

報告がある[2]。この系統的レビューにおい

ては複数の医学テータベースを網羅的に検

索し候補研究が同定され結果が集約され

た。そして，以下の結論が述べられている。 

 介入の手法が個々の研究で大幅に異な

っていたので（異質性が高い），量的

結合(メタアナリシス）はできなかっ

た。 

 アウトカムで有効なものが多かったの

は，暴飲と泥酔であった。 

 介入の有効性が示されたプログラムと

しては，米国の Life Skills Training 

Program，欧州の Unplugged Program，

米国と欧州の Good Behaviour Gameな

若者の飲酒行動を抑制する効果的介入が求められている。今回我々は青少年を対象と

した学校ベースの飲酒抑制介入について既知の研究エビデンスを網羅的に集約する系統

的レビューを実施した。先行する系統的レビュー（2011年）から現在までを探索範囲と

して，MEDLINE， EMBASE，および PsycINFOから候補研究を検索した。選択基準としては，

学校を基盤とした飲酒予防プログラムを評価し，18歳以下の生徒のアルコール使用に関

する結果を報告した無作為化試験を対象とした。2名の研究者が，１次チェックとして特

定された記録のタイトル／抄録をスクリーニングした。その結果，1,922編の候補論文が

検索され，２名の研究者が独立して１次チェックを実施した結果，98編の研究を同定し

た。今後は全文チェックによる２次チェックを経て組入研究を確定させ，個々の研究の

質の評価や分類，量的結合（メタアナリシス）の実施を検討する予定である。 
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どがあった（全 40編中有意なものは 15

編）。効果が認められた研究とそうで

ない研究の間で特徴に差は同定できな

かった。 

 以上の報告がなされたが，量的な結合が

できていないことでエビデンスレベルがあ

まり高くないことや，効果的な介入につい

て非常に数が少なかったということで，一

定の見解が得られていない。更に，先行研究

系統的レビューの報告から 14 年が経過し

ているが，この後に学校ベースの介入研究

を集約した系統的レビューは報告されてい

ない。この間にも新しい手法を用いた研究

報告が精力的に行われているということも

あり，新たに系統的レビューを実施するこ

とは有益であると判断し，新たに系統的レ

ビューを実施することにした。 

 

Ｂ．研究方法 

システマティックレビューを実施するに

あたり，まずは対象とする研究の条件（リサ

ーチクエスチョン）について，先行研究を参

考にして以下のごとく設定した。 

 研究の種類：ランダム化比較試験（個別

または集団デザイン）を対象とする。 

 参加者の種類：学校に通う 18歳までの

若者とする。本レビューでは，若者を児

童および青年と定義する。 

 介入の種類 

1. 実験的介入：全ての学校を基盤とした

普遍的な心理社会的または教育的予防

プログラムとする。 

2. 心理社会的介入：若者がアルコールを

誤用しにくくなるよう，心理的・社会的

スキル（例：相互抵抗）を身につけるこ

とを目的としたものと定義する。 

3. 教育的介入：若者がアルコールを誤用

しにくくなるように，アルコールの誤

用の潜在的な危険性に対する意識を高

めることを目的とした介入と定義す

る。 

4. 汎用的な介入：（例: 薬物教育プログ

ラム，健康スクール，地域社会の取り組

み）または他のタイプの介入（例: ア

ルコール消費のスクリーニング）だけ

でなく，アルコール誤用の予防や減少

を狙った介入を評価した研究。 

5. 制御的介入：全ての代替的な予防プロ

グラム（例：学校，家庭，職場，複合的，

その他）または標準的なカリキュラム

とする。 

 結果測定の種類 

【主要アウトカム】 

1. アルコール消費または問題飲酒に関す

る直接的な自己報告または客観的尺

度。心理的な認識/態度または意識に関

するアウトカム指標は，間接的なもの

とみなされたため，このレビューでは

考慮されなかった。例として，以下のア

ウトカムが含まれ，関連性があるとみ

なす： 

2. アルコール使用（はい／いいえ） 

3. アルコール使用（量，頻度） 

4. 1回に 5杯以上飲む（はい／いいえ） 

5. 泥酔の頻度 

【副次的アウトカム】 

1. アルコール開始（年齢） 

2. 泥酔開始（年齢） 

以上の対象研究の条件をもとに，複数の

医療データベースで検索を行った。具体的

には，青少年を対象とした学校ベースの飲

酒予防介入についての先行 review 研究で

用いられた検索式を参考に，検索式を作成

し ， 複 数 の デ ー タ ベ ー ス (MEDLINE, 

PsyclNFO, EMBASE)で横断的検索を行った。 

データベースによる検索を行って，結果を

統合した後に，研究発表が対象研究の条件

に合致しているか否かについてチェックを

おこなうということで，まずは 1 次チェッ

クを実施した。1次チェックとは，データベ

ースで検索された研究の題名と抄録だけを

参照し，該当研究か否かを判断する作業で

ある。独立した２名の研究員（井谷・地家）

の構成で，同じ作業を独立して１次チェッ

ク作業を実施した。作業終了時に２名でデ
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ィスカッションを行い，意見の統一を行っ

た。 

[倫理面への配慮] 

 本研究においては，文部科学省・厚生労

働省の疫学研究に関する倫理指針に基づい

て実施した。今回研究結果の検索にあたっ

て既存のデータベースを使用したが，この

データベースには個人情報は含まれていな

い。 

 

Ｃ．研究結果 

図１に研究の検索・同定過程を示す。デー

タベースでのキーワード検索の結果，

MEDLINE で 547 件，PsyclNFO で 564 件，

EMBASE で 957件の研究が抽出された。この

うち重複していた論文 164 件を除外し，合

計 1,922 件の研究を探索対象とした。 

 １次チェックでは 1,922 編の候補研究よ

り 98編を抽出した。１次チェック時の２名

の研究者の判定一致率（カッパ値）は 0.746

で充分な一致性が認められた。 

 

Ｄ．考察 

 今年度は系統的レビュー作業における１

次チェックまで研究作業を進めた。今後の

作業予定としては，１次チェックで抽出さ

れた研究について，更に同じ２名で２次チ

ェックを行う予定である。２次チェックで

は研究発表全文を参照した上で，該当研究

発表か否かを判断し，最終的に該当する研

究の同定を行う。２次チェックにおいても

２名が独立して作業を行い，最終的に２名

がディスカッションして該当研究の確定を

行う予定である。 

最終的に該当した研究について，個々の

研究内容の主要な結果について要約・抽出

して該当研究一覧表を作成する予定であ

る。また，個別の研究の質についても評価指

標を使って評価を行う予定である。最終的

には，抽出した個々の研究結果で，同種のア

ウトカムを扱っており量的な結合が可能な

研究については，量的結合であるメタアナ

リシスを行うことを検討する。 

Ｅ．結論 

 今回我々は青少年を対象とした飲酒抑制

介入について系統的レビューを行うことと

した。データベース検索の結果，1,922 件の

候補研究を抽出し，1 次チェックの結果 98

編を同定した。 
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2025年 5月 12日 
厚生労働大臣  

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）     

機関名 独立行政法人国立病院機構 
久里浜医療センター 

所属研究機関長 職 名 院  長 

氏 名 松下 幸生 

次の職員の（令和）６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

２．研究課題名 20 歳未満の喫煙、飲酒等の実態把握及び環境要因の解明のための研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 名誉院長 

 （氏名・フリガナ） 樋口 進（ヒグチ ススム）

４．倫理審査の状況 

該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み 審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
□ ■ □ □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
□ ■ □ □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：疫学研究に関する倫理指針） 
■ □ ■ 

独立行政法人国立病院機構 

久里浜医療センター 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項） 

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：  ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容： ） 






















